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武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 

発令    ：平成16年６月18日号外法律第112号 

最終改正：平成27年９月30日号外法律第76号 

改正内容：平成26年６月18日号外法律第72号[平成28年４月１日] 

 

（国、地方公共団体等の責務） 

第三条 国は、国民の安全を確保するため、武力攻撃事態等に備えて、あらかじめ、国民の保

護のための措置の実施に関する基本的な方針を定めるとともに、武力攻撃事態等においては、

その組織及び機能のすべてを挙げて自ら国民の保護のための措置を的確かつ迅速に実施し、

又は地方公共団体及び指定公共機関が実施する国民の保護のための措置を的確かつ迅速に

支援し、並びに国民の保護のための措置に関し国費による適切な措置を講ずること等により、

国全体として万全の態勢を整備する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、国があらかじめ定める国民の保護のための措置の実施に関する基本的な

方針に基づき、武力攻撃事態等においては、自ら国民の保護のための措置を的確かつ迅速に

実施し、及び当該地方公共団体の区域において関係機関が実施する国民の保護のための措置

を総合的に推進する責務を有する。 

３ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等においては、この法律で定めると

ころにより、その業務について、国民の保護のための措置を実施する責務を有する。 

４ 国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定地方公共機関は、国民の保護のための措置

を実施するに当たっては、相互に連携協力し、その的確かつ迅速な実施に万全を期さなけれ

ばならない。 

 

（市町村の実施する国民の保護のための措置） 

第十六条 市町村長は、対処基本方針が定められたときは、この法律その他法令の規定に基づ

き、第三十五条第一項の規定による市町村の国民の保護に関する計画で定めるところにより、

当該市町村の区域に係る次に掲げる国民の保護のための措置を実施しなければならない。 

一 警報の伝達、避難実施要領の策定、関係機関の調整その他の住民の避難に関する措置 

二 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置 

三 退避の指示、警戒区域の設定、消防、廃棄物の処理、被災情報の収集その他の武力攻撃

災害への対処に関する措置 

四 水の安定的な供給その他の国民生活の安定に関する措置 

五 武力攻撃災害の復旧に関する措置 

２ 市町村の委員会及び委員は、対処基本方針が定められたときは、この法律その他法令の規

定に基づき、前項の市町村の国民の保護に関する計画で定めるところにより、市町村長の所

轄の下にその所掌事務に係る国民の保護のための措置を実施しなければならない。 

３ 市町村の区域内の公共的団体は、対処基本方針が定められたときは、市町村の長その他の

執行機関（以下「市町村長等」という。）が実施する国民の保護のための措置に協力するよ

う努めるものとする。 

４ 第一項及び第二項の場合において、市町村長等は、当該市町村の区域に係る国民の保護の

ための措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、都道府県知事等に対

し、その所掌事務に係る国民の保護のための措置の実施に関し必要な要請をすることができ
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る。 

５ 第一項及び第二項の場合において、市町村長等は、当該市町村の区域に係る国民の保護の

ための措置を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、都道府県知事等

に対し、第十一条第四項の規定による要請を行うよう求めることができる。 

 

（市町村の国民の保護に関する計画） 

第三十五条 市町村長は、都道府県の国民の保護に関する計画に基づき、国民の保護に関する

計画を作成しなければならない。 

２ 前項の国民の保護に関する計画に定める事項は、次のとおりとする。 

一 当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置の総合的な推進に関する事項 

二 市町村が実施する第十六条第一項及び第二項に規定する国民の保護のための措置に関

する事項 

三 国民の保護のための措置を実施するための訓練並びに物資及び資材の備蓄に関する事

項 

四 国民の保護のための措置を実施するための体制に関する事項 

五 国民の保護のための措置の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関との連携

に関する事項 

六 前各号に掲げるもののほか、当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置に関し市

町村長が必要と認める事項 

３ 市町村長は、その国民の保護に関する計画の作成に当たっては、指定行政機関の国民の保

護に関する計画、都道府県の国民の保護に関する計画及び他の市町村の国民の保護に関する

計画との整合性の確保を図るよう努めなければならない。 

４ 市町村長は、その国民の保護に関する計画を作成する場合において、他の市町村と関係が

ある事項を定めるときは、当該市町村の長の意見を聴かなければならない。 

５ 市町村長は、その国民の保護に関する計画を作成するときは、あらかじめ、都道府県知事

に協議しなければならない。 

６ 市町村長は、その国民の保護に関する計画を作成したときは、速やかに、これを議会に報

告するとともに、公表しなければならない。 

７ 第三十三条第六項の規定は、市町村長がその国民の保護に関する計画を作成する場合につ

いて準用する。 

８ 第三項から前項までの規定は、第一項の国民の保護に関する計画の変更について準用する。

ただし、第五項の規定は、政令で定める軽微な変更については、準用しない。 

 

（市町村協議会の設置及び所掌事務） 

第三十九条 市町村の区域に係る国民の保護のための措置に関し広く住民の意見を求め、当該

市町村の国民の保護のための措置に関する施策を総合的に推進するため、市町村に、市町村

国民保護協議会（以下この条及び次条において「市町村協議会」という。）を置く。 

２ 市町村協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 市町村長の諮問に応じて当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置に関する重

要事項を審議すること。 

二 前号の重要事項に関し、市町村長に意見を述べること。 
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３ 市町村長は、第三十五条第一項又は第八項の規定により国民の保護に関する計画を作成し、

又は変更するときは、あらかじめ、市町村協議会に諮問しなければならない。ただし、同項

の政令で定める軽微な変更については、この限りでない。 

４ 第三十三条第六項の規定は、市町村協議会がその所掌事務を実施する場合について準用す

る。 

 

（市町村協議会の組織） 

第四十条 市町村協議会は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、市町村長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちから、市町村長が任命する。 

一 当該市町村の区域を管轄する指定地方行政機関の職員 

二 自衛隊に所属する者（任命に当たって防衛大臣の同意を得た者に限る。） 

三 当該市町村の属する都道府県の職員 

四 当該市町村の副市町村長 

五 当該市町村の教育委員会の教育長及び当該市町村の区域を管轄する消防長又はその指

名する消防吏員（消防本部を置かない市町村にあっては、消防団長） 

六 当該市町村の職員（前二号に掲げる者を除く。） 

七 当該市町村の区域において業務を行う指定公共機関又は指定地方公共機関の役員又は

職員 

八 国民の保護のための措置に関し知識又は経験を有する者 

５ 第三十八条第五項の規定は、前項の委員について準用する。 

６ 市町村協議会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

７ 第三十八条第七項の規定は、前項の専門委員について準用する。この場合において、同条

第七項中「当該都道府県の職員」とあるのは「当該市町村の属する都道府県の職員」と、「当

該都道府県の区域内の市町村の職員」とあるのは「当該市町村の職員」と、「都道府県知事」

とあるのは「市町村長」と読み替えるものとする。 

８ 前各項に定めるもののほか、市町村協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市町村の

条例で定める。 

 

（市町村長との協議等） 

第六十四条 第六十二条第一項の場合において、警察官等が避難住民を誘導しようとするとき

は、警察署長、海上保安部長等又は出動等を命ぜられた自衛隊の部隊等の長（次項及び第三

項において「警察署長等」という。）は、あらかじめ関係市町村長と協議し、避難実施要領

に沿って避難住民の誘導が円滑に行われるよう必要な措置を講じなければならない。 

２ 市町村長は、警察官等が当該市町村の避難住民を誘導しているときは、警察署長等に対し、

避難住民の誘導の実施の状況に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

３ 市町村長は、警察官等が当該市町村の避難住民を誘導している場合において、避難住民の

生命又は身体の保護のため緊急の必要があると認めるときは、その必要な限度において、警

察署長等に対し、避難住民の誘導に関し必要な措置を講ずるよう要請することができる。 
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（市町村長による救援の実施等） 

第七十六条 都道府県知事は、救援を迅速に行うため必要があると認めるときは、政令で定め

るところにより、その権限に属する救援の実施に関する事務の一部を市町村長が行うことと

することができる。この場合において、都道府県知事は、当該事務の実施に関し必要がある

と認めるときは、市町村長に対し、所要の救援に関する措置を講ずべきことを指示すること

ができる。 

２ 前項の規定により市町村長が行う事務を除くほか、市町村長は、都道府県知事が行う救援

を補助するものとする。 

 

（市町村長及び都道府県知事による安否情報の収集） 

第九十四条 市町村長は、政令で定めるところにより、避難住民及び武力攻撃災害により死亡

し又は負傷した住民（当該市町村の住民以外の者で当該市町村に在るもの及び当該市町村で

死亡したものを含む。）の安否に関する情報（以下「安否情報」という。）を収集し、及び

整理するよう努めるとともに、都道府県知事に対し、適時に、当該安否情報を報告しなけれ

ばならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により報告を受けた安否情報を整理するほか、必要に応じて

自ら安否情報を収集し、及び整理するよう努めるとともに、総務大臣に対し、遅滞なく、こ

れらの安否情報を報告しなければならない。 

３ 安否情報を保有する関係機関は、前二項の規定による安否情報の収集に協力するよう努め

なければならない。 

 

（市町村長の事前措置等） 

第百十一条 市町村長は、武力攻撃災害が発生するおそれがあるときは、武力攻撃災害が発生

した場合においてこれを拡大させるおそれがあると認められる設備又は物件の占有者、所有

者又は管理者に対し、武力攻撃災害の拡大を防止するため必要な限度において、当該設備又

は物件の除去、保安その他必要な措置を講ずべきことを指示することができる。 

２ 前項の場合において、都道府県知事は、武力攻撃災害の拡大を防止するため緊急の必要が

あると認めるときは、自ら同項の規定による指示をすることができる。この場合において、

当該指示をしたときは、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。 

３ 警察署長又は海上保安部長等は、市町村長又は都道府県知事から要請があったときは、第

一項の規定による指示をすることができる。この場合においては、前項後段の規定を準用す

る。 

 

（市町村長の退避の指示等） 

第百十二条 市町村長は、武力攻撃災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、

当該武力攻撃災害から住民の生命、身体若しくは財産を保護し、又は当該武力攻撃災害の拡

大を防止するため特に必要があると認めるときは、必要と認める地域の住民に対し、退避（屋

内への退避を含む。第四項において同じ。）をすべき旨を指示することができる。 

２ 前項の規定による指示（以下この条において「退避の指示」という。）をする場合におい

て、必要があると認めるときは、市町村長は、その退避先を指示することができる。 

３ 市町村長は、退避の指示をしたときは、速やかに、その旨を都道府県知事に通知しなけれ
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ばならない。 

４ 市町村長は、退避の必要がなくなったときは、直ちに、その旨を公示しなければならない。

この場合においては、前項の規定を準用する。 

５ 第一項の場合において、都道府県知事は、当該武力攻撃災害から住民の生命、身体若しく

は財産を保護し、又は当該武力攻撃災害の拡大を防止するため緊急の必要があると認めると

きは、必要と認める地域の住民に対し、自ら退避の指示をすることができる。この場合にお

いては、第二項及び前項前段の規定を準用する。 

６ 都道府県知事は、退避の指示をしたときは、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければ

ならない。 

７ 第一項の場合において、市町村長若しくは都道府県知事による退避の指示を待ついとまが

ないと認めるとき、又はこれらの者から要請があったときは、警察官又は海上保安官は、必

要と認める地域の住民に対し、退避の指示をすることができる。この場合においては、第二

項及び前項の規定を準用する。 

８ 第一項及び第二項の規定は、市町村長その他第一項に規定する市町村長の職権を行うこと

ができる者が退避の指示をすることができないと認める場合に限り、出動等を命ぜられた自

衛隊の部隊等の自衛官の職務の執行について準用する。この場合においては、第六項の規定

を準用する。 

９ 第三項及び第四項の規定は、市町村長が前二項の規定による通知を受けた場合について準

用する。 

 

（応急公用負担等） 

第百十三条 市町村長は、当該市町村の区域に係る武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生し

ようとしている場合において、武力攻撃災害への対処に関する措置を講ずるため緊急の必要

があると認めるときは、政令で定めるところにより、当該市町村の区域内の他人の土地、建

物その他の工作物を一時使用し、又は土石、竹木その他の物件を使用し、若しくは収用する

ことができる。 

２ 市町村長は、当該市町村の区域に係る武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとし

ている場合において、武力攻撃災害への対処に関する措置を講ずるため緊急の必要があると

認めるときは、武力攻撃災害を受けた現場の工作物又は物件で当該武力攻撃災害への対処に

関する措置の実施の支障となるもの（以下この項及び次項において「工作物等」という。）

の除去その他必要な措置を講ずることができる。この場合において、工作物等を除去したと

きは、当該工作物等を保管しなければならない。 

３ 都道府県知事は、当該都道府県の区域に係る武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しよ

うとしている場合において、武力攻撃災害への対処に関する措置を講ずるため緊急の必要が

あると認めるときは、第一項及び前項前段の規定による措置を講ずることができる。この場

合において、工作物等を除去したときは、当該工作物等を保管しなければならない。 

４ 災害対策基本法第六十四条第三項から第六項までの規定は、第二項後段及び前項後段の場

合について準用する。この場合において、同条第三項、第四項及び第六項中「市町村長」と

あるのは「市町村長又は都道府県知事」と、同項中「市町村に」とあるのは「市町村又は都

道府県に」と読み替えるものとする。 

５ 災害対策基本法第六十四条第七項から第十項までの規定は、第一項及び第二項前段の場合
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について準用する。この場合において、同条第七項及び第九項中「前条第二項」とあるのは

「災害対策基本法第六十三条第二項」と、同条第七項において準用する同法第六十三条第二

項中「その委任を受けて同項に規定する市町村長の職権を行なう市町村の職員が現場にいな

いとき」とあるのは「都道府県知事による同項に規定する措置を待ついとまがないと認める

とき」と、「要求」とあるのは「要請」と、同法第六十四条第八項及び第九項中「災害派遣

を命ぜられた部隊等の自衛官」とあるのは「出動等を命ぜられた自衛隊の部隊等の自衛官」

と、同項及び同条第十項中「警察署長等」とあるのは「警察署長若しくは海上保安部長等」

と、同条第九項中「内閣府令で定める」とあるのは「政令で定める」と、同条第十項中「政

令で定める管区海上保安本部の事務所の長」とあるのは「海上保安部長等」と読み替えるも

のとする。 

 

（国及び地方公共団体の費用の負担） 

第百六十八条 次に掲げる費用のうち、第百六十四条から前条まで（第百六十五条第二項及び

前条第二項を除く。第三項において同じ。）の規定により地方公共団体が支弁したもので政

令で定めるものについては、政令で定めるところにより、国が負担する。ただし、地方公共

団体の職員の給料及び扶養手当その他政令で定める手当、地方公共団体の管理及び行政事務

の執行に要する費用で政令で定めるもの並びに地方公共団体が施設の管理者として行う事

務に要する費用で政令で定めるものについては、地方公共団体が負担する。 

一 第二章に規定する住民の避難に関する措置に要する費用 

二 第三章に規定する避難住民等の救援に関する措置に要する費用 

三 第四章に規定する武力攻撃災害への対処に関する措置に要する費用 

四 第百五十九条から第百六十一条までに規定する損失の補償若しくは実費の弁償、損害の

補償又は損失の補てんに要する費用（地方公共団体に故意又は重大な過失がある場合を除

く。） 

２ 第四十二条第一項の規定により指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長が地方公共

団体の長等と共同して行う訓練に係る費用で第百六十四条の規定により地方公共団体が支

弁したものについては、政令で定めるものを除き、国が負担する。 

３ 前二項の規定により国が負担する費用を除き、第百六十四条から前条までの規定により地

方公共団体が支弁する費用については、地方公共団体が負担する。 


